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平成１８年度予算編成の基本的考え方 

 
 
１ 予算の性格 
 
  平成１８年度予算は、昨年１１月に策定した 20年後の本区のあるべき姿を
示した新墨田区基本構想の下で編成する初めての予算です。また、新基本構

想に合わせて制定した「すみだ環境基本条例」など区政の各分野における基

本条例の推進を図る予算としたところです。 
一方、我が国経済に目を転じると、ようやく回復基調が定着しつつあると

ころですが、中小零細企業が多く税財政基盤の脆弱な本区においては、そう

した波及効果が行き渡るにはなお時間を要するものと見込まれています。 
そこで、指定管理者制度の積極的な導入をはじめ引き続き行財政改革に取

り組むことにより、安心・安全なまちづくり、子育て世代への支援の充実な

ど、区民生活に直結する喫緊の課題にも積極的に取り組む予算として編成し

たものです。 
 
２ 区財政を取り巻く状況と予算の特徴 
 
  我が国経済は、法人税の増収や株式市場の活況に見られるように回復基調

が定着しつつあり、昨年末には政府も実質成長率を 1.９％（名目 2.0％）と見
込んだ１８年度の経済見通しを発表しているところです。 
加えて、定率減税の縮減等の税制改正も実施されることから、中小零細企

業が多く税財政基盤の脆弱な本区においても、基幹的な歳入である特別区税

に増収が見込まれることになります。更に、本区の歳入に大きなウェートを

占める特別区交付金にも伸びが見込まれますが、この配分に係る都区の協議

が難航していることや、国の三位一体の改革に伴う補助金の削減等の影響も

含め、歳入環境の今後の動向に引き続き注視が必要と言えます。 
このような状況の下、平成 1８年度予算は、この間全庁を挙げて取り組んで
きた行財政改革の成果を生かしつつ、歳出の圧縮に努めるとともに、基金の

活用や将来の公債費負担に配慮した起債活用等による財源対応を行うことに

よって、更なる区民サービスの向上を目指して編成したところです。 
具体的には、新基本構想の描く「人が輝く いきいき すみだ」の実現を

目指す初年度の予算として、基本計画の改訂作業を視野に置きながら既定計

画事業の着実な実施を図るとともに、社会経済状況の変化に合わせ新たな時



代が区政に要請する今日的課題に積極的に応えるため、安心・安全まちづく

り施策、子育て支援施策、児童生徒の学力向上等、優先性・緊急性の高い事

業について、可能な限りの対応を図った予算としています。 
 
３ 予算編成方針 
 
  平成 1８年度予算は、「堅実な財政運営を行いつつ、“新たな基本構想”実現
に向けたスタートラインに立つ予算」と位置づけ、次の３点を基本的な考え

方として、下記のとおり編成しています。 
 
１ 新基本構想・新基本計画の策定を見据え、政策・施策全体の再構築を図る

なかで、この政策実現にむけて取り組む事業を可能な限り予算に反映させて

いくこと。 
２ 社会経済状況の変化に適切に対応するため、安全安心まちづくり、子育て

支援施策の充実、小中学生の学力向上対策等の重要・緊急課題に係る事業を

重点的に予算化すること。 
３ 更なる行財政改革への取組みを強化し、内部努力の徹底や、政策・施策の

再構築によって時代に即さなくなった施策を見直すなど、抜本的な歳出削減

を図ることによって、必要な財源の確保と安定的な財政基盤づくりを進める

こと。 
 

記 
 
① 現基本計画事業のうち優先性・緊急性の高い事業や、安全安心対策、少子

高齢社会への対応、児童生徒の学力向上等、区政が直面する重要課題に積極

的に取り組む。 
 
② 社会経済状況の変化を見据えて、観光まちづくり等、将来に向けた施策・

戦略的な課題についても積極的に取り組む。 
 
③ 新規事業・施策のレベルアップは、他の施策との整合性や後年度負担につ

いて十分精査のうえ、真に必要かつ緊急性の認められるものに限り実施する。 
 
④ 財政構造の改善を徹底するため、新たに策定する「行財政改革実施計画」

に基づき職員定数の削減をはじめ内部努力を徹底し、更なる事務事業の見直

しや増収対策を推進し、それらの成果を予算に反映させる。 



 
⑤ 既存の事務事業についても、社会経済状況の変化や事業の成果等の視点か

ら体系的・統一的視点で見直しを行い、事業の廃止・縮小・統合等を進める。 
 
⑥ 職員定数については、指定管理者制度・民間委託等の積極的な導入により

40 人の削減を行う。この結果、平成 12 年度から取り組んだ行財政改革実施
計画中の職員数の削減を、最終年度の 18年度において目標の 500人を上回る
ものとする。 

 
⑦ 投資的経費については、現基本計画事業のうち継続的かつ緊急性の高いも

のに限って予算化する。 
 
⑧ 維持補修費については、アスベスト・耐震補強対策などの緊急性の高い経

費を積極的に予算化する。 
 
⑨ 特別区民税については、平成１７年中の区民所得や経済の動向等を勘案の

うえ、年間見込額を計上する。 
 
⑩ 特別区交付金については、都区の財政調整協議が未確定のため都の財源見

通しを根拠に17年度算定ルールを前提とし、本区の特殊要因を加味したうえ、
年間見込額を計上する。 

 
⑪ 繰入金として、公共施設整備基金等の活用を図る。 
 
⑫ 特別区債については、将来の公債費負担に十分留意しながら適債事業に充

当する。 
   



　　　　会　　計　　別　　総　　括　　表

　

区　　  　　　分 平成１８年度 平成１７年度 増 △ 減　額 増 △ 減　率

千円 千円 千円 ％

一 般 会 計 87,919,00086,355,0001,564,000 1.8

（借換債を除く） 86,157,00084,898,000 1,259,000 1.5

国民健康保険特別会計 26,689,00024,834,0001,855,000 7.5

老人保健医療特別会計 18,244,00018,717,000△ 473,000 △ 2.5

介 護 保 険 特 別 会 計 12,374,00011,814,000 560,000 4.7

合　　　　　　計 145,226,000141,720,0003,506,000 2.5

（借換債を除く） 143,464,000140,263,0003,201,000 2.3

(計数未整理につき変動ある見込み） 



　

　　(歳入） （単位：千円）

予　算　額 構成比（％） 予　算　額 構成比（％） 増 △ 減 額増△減率（％）

1 特 別 区 税 16,573,00018.9 14,575,00016.9 1,998,000 13.7

2 地 方 譲 与 税 1,969,000 2.2 1,256,000 1.4 713,000 56.8

3 利 子 割 交 付 金 290,000 0.3 196,000 0.2 94,000 48.0

4 配 当 割 交 付 金 157,000 0.2 78,000 0.1 79,000 101.3

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 202,000 0.2 1,000 0.0 201,000 皆増

6 地 方 消 費 税 交 付 金 3,450,000 3.9 3,712,000 4.3 △ 262,000△ 7.1

7 自 動 車 取 得 税 交 付 金 551,000 0.6 507,000 0.6 44,000 8.7

8 地 方 特 例 交 付 金 913,000 1.0 1,129,000 1.3 △ 216,000△ 19.1

9 特 別 区 交 付 金 37,146,00042.3 35,880,00041.5 1,266,000 3.5

10交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 45,000 0.1 45,000 0.1 0 0.0

11分 担 金 及 び 負 担 金 1,712,497 1.9 1,626,672 1.9 85,825 5.3

12使 用 料 及 び 手 数 料 1,945,478 2.2 2,142,112 2.5 △ 196,634△ 9.2

13国 庫 支 出 金 11,911,59713.6 11,976,00513.9 △ 64,408 △ 0.5

14都 支 出 金 4,356,787 5.0 4,310,124 5.0 46,663 1.1

15財 産 収 入 42,164 0.0 58,915 0.1 △ 16,751△ 28.4

16寄 付 金 132,080 0.2 108,628 0.1 23,452 21.6

17繰 越 金 1,500,000 1.7 1,500,000 1.7 0 0.0

18諸 収 入 1,185,390 1.3 2,633,638 3.0 △ 1,448,248△ 55.0

19繰 入 金 606,507 0.7 1,207,406 1.4 △ 600,899△ 49.8

20特 別 区 債 3,230,500 3.7 3,412,500 4.0 △ 182,000△ 5.3

87,919,000100.0 86,355,000100.0 1,564,000 1.8

（※借換債を除いた数値　　予算額86,157,000千円　増減額1,259,000千円　増減率1.5％）         （計数未整理につき変動ある見込み）

１８年度一般会計歳入歳出予算(案）

科　　　　　目
平　成　１８　年　度

合　　　　　計

平　成　１７　年　度 比　較　増　△　減

 



　

　　(歳出） （単位：千円）

予　算　額 構成比（％） 予　算　額 構成比（％） 増 △ 減 額増△減率（％）

1 議 会 費 611,758 0.7 628,567 0.7 △ 16,809 △ 2.7

2 総 務 費 7,511,653 8.5 7,074,394 8.2 437,259 6.2

3 区 民 生 活 費 4,812,200 5.5 4,552,194 5.3 260,006 5.7

4 資 源 環 境 費 4,833,223 5.5 4,653,895 5.4 179,328 3.9

5 民 生 費 39,566,927 45.0 39,452,801 45.7 114,126 0.3

6 衛 生 費 4,962,007 5.6 4,854,167 5.6 107,840 2.2

7 産 業 経 済 費 1,748,003 2.0 1,675,330 1.9 72,673 4.3

8 土 木 費 6,237,757 7.1 6,362,277 7.4 △ 124,520 △ 2.0

9 教 育 費 10,609,829 12.1 9,664,360 11.2 945,469 9.8

10諸 支 出 金 6,925,643 7.9 7,337,015 8.5 △ 411,372 △ 5.6

11予 備 費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0

87,919,000100.086,355,000100.0 1,564,000 1.8

（※借換債を除いた数値　　予算額86,157,000千円　増減額1,259,000千円　増減率1.5％）         （計数未整理につき変動ある見込み）

平　成　１８　年　度

合　　　　　計

科　　　　　目
平　成　１７　年　度 比　較　増　△　減

 



　
　　(歳入） （単位：千円）

予　算　額 構成比（％） 予　算　額 構成比（％） 増 △ 減 額増△減率（％）

1 国 民 健 康 保 険 料 7,589,080 28.4 7,437,417 29.9 151,663 2.0

2 一 部 負 担 金 4 0.0 4 0.0 0 0.0

3 使 用 料 及 び 手 数 料 30 0.0 30 0.0 0 0.0

4 国 庫 支 出 金 7,007,171 26.3 7,165,106 28.9 △ 157,935△ 2.2

5 療 養 給 付 費 等 交 付 金 3,273,697 12.3 3,035,116 12.2 238,581 7.9

6 都 支 出 金 1,364,140 5.1 1,134,756 4.6 229,384 20.2

7 共 同 事 業 交 付 金 1,976,993 7.4 572,620 2.3 1,404,373245.3

8 繰 入 金 5,452,675 20.4 5,465,622 22.0 △ 12,947 △ 0.2

9 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

10諸 収 入 25,209 0.1 23,328 0.1 1,881 8.1

26,689,000100.0 24,834,000100.0 1,855,000 7.5

　

　　(歳出） （単位：千円）

予　算　額 構成比（％） 予　算　額 構成比（％） 増 △ 減 額増△減率（％）

1 総 務 費 626,230 2.3 624,461 2.5 1,769 0.3

2 保 険 給 付 費 17,068,37064.0 16,268,076 65.5 800,294 4.9

3 老 人 保 健 拠 出 金 4,841,900 18.1 5,233,000 21.1 △ 391,100△ 7.5

4 介 護 納 付 金 1,620,800 6.1 1,597,550 6.4 23,250 1.5

5 共 同 事 業 拠 出 金 1,977,679 7.4 581,901 2.3 1,395,778239.9

6 保 健 事 業 費 16,915 0.1 15,906 0.1 1,009 6.3

7 諸 支 出 金 36,106 0.1 36,106 0.2 0 0.0

8 予 備 費 501,000 1.9 477,000 1.9 24,000 5.0

26,689,000100.0 24,834,000100.0 1,855,000 7.5

         （計数未整理につき変動ある見込み）

平　成　１７　年　度 比　較　増　△　減

平成１８年度国民健康保険特別会計歳入歳出予算(案）

科　　　　　目
平　成　１８　年　度

比　較　増　△　減

合　　　　　計

合　　　　　計

科　　　　　目
平　成　１８　年　度 平　成　１７　年　度

 



　
　　(歳入） （単位：千円）

予　算　額 構成比（％） 予　算　額 構成比（％） 増 △ 減 額増△減率（％）

1 支 払 基 金 交 付 金 10,431,36957.2 11,437,56461.1△ 1,006,195△ 8.8

2 国 庫 支 出 金 5,133,95028.2 4,776,89025.5 357,060 7.5

3 都 支 出 金 1,283,488 7.0 1,194,223 6.4 89,265 7.5

4 繰 入 金 1,374,149 7.5 1,287,718 6.9 86,431 6.7

5 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

6 諸 収 入 21,043 0.1 20,604 0.1 439 2.1

18,244,000100.018,717,000100.0△ 473,000△ 2.5

　

　　(歳出） （単位：千円）

予　算　額 構成比（％） 予　算　額 構成比（％） 増 △ 減 額増△減率（％）

1 医 療 諸 費 18,132,29399.4 18,602,89599.4 △ 470,602△ 2.5

2 諸 支 出 金 21,048 0.1 20,609 0.1 439 2.1

3 予 備 費 90,659 0.5 93,496 0.5 △ 2,837 △ 3.0

18,244,000100.018,717,000100.0△ 473,000△ 2.5

         （計数未整理につき変動ある見込み）

比　較　増　△　減

合　　　　　計

合　　　　　計

科　　　　　目
平　成　１８　年　度 平　成　１７　年　度

平　成　１７　年　度 比　較　増　△　減

平成１８年度老人保健医療特別会計歳入歳出予算(案）

科　　　　　目
平　成　１８　年　度

 
 



　
　　(歳入） （単位：千円）

予　算　額 構成比（％） 予　算　額 構成比（％） 増 △ 減 額増△減率（％）

1 介 護 保 険 料 2,095,57116.9 1,832,41115.5 263,160 14.4

2 使 用 料 及 び 手 数 料 3 0.0 3 0.0 0 0.0

3 国 庫 支 出 金 2,896,56623.4 2,768,17623.4 128,390 4.6

4 支 払 基 金 交 付 金 3,584,57029.1 3,606,74430.6 △ 22,174△ 0.6

5 都 支 出 金 1,473,55611.9 1,408,88711.9 64,669 4.6

6 財 産 収 入 447 0.0 423 0.0 24 5.7

7 繰 入 金 2,319,27718.7 2,193,34618.6 125,931 5.7

8 繰 越 金 4,000 0.0 4,000 0.0 0 0.0

9 諸 収 入 10 0.0 10 0.0 0 0.0

12,374,000100.011,814,000100.0 560,000 4.7

　　(歳出） （単位：千円）

予　算　額 構成比（％） 予　算　額 構成比（％） 増 △ 減 額増△減率（％）

1 総 務 費 548,765 4.5 491,843 4.2 56,922 11.6

2 保 険 給 付 費 11,487,11092.8 11,271,07795.4 216,033 1.9

3 地 域 支 援 事 業 費 215,101 1.8 0 ― 215,101 皆増

3 財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金 3,700 0.0 10,296 0.1 △ 6,596△ 64.1

4 諸 支 出 金 4,452 0.0 4,428 0.0 24 0.5

5 予 備 費 114,872 0.9 36,356 0.3 78,516 216.0

12,374,000100.011,814,000100.0 560,000 4.7

         （計数未整理につき変動ある見込み）

比　較　増　△　減

合　　　　　計

合　　　　　計

科　　　　　目
平　成　１８　年　度 平　成　１７　年　度

平　成　１７　年　度 比　較　増　△　減

平成１８年度介護保険特別会計歳入歳出予算(案）

科　　　　　目
平　成　１８　年　度



　          （単位：千円）

1 2.0

2 4.3

3 1.6

4 54.4

5 15.3

77.6

22.4

100.0

　

（　参　　考　：　「平成１７年度予算概要」から抜粋）          （単位：千円）

予　算　額 構成比（％） 予　算　額 構成比（％）

1防 災 都 市 1,017,6571.2 973,7331.0 4.5

2環 境 都 市 5,510,2056.4 5,515,2595.9 △ 0.1

3福 祉 都 市 37,536,23543.535,578,36238.4 5.5

4産 業 都 市 2,504,8302.9 7,107,2347.6 △ 64.8

5文 化 都 市 9,174,60010.6 7,850,1868.4 16.9

55,743,52764.657,024,77461.4 △ 2.2

6計 画 の 推 進 11,438,06813.215,835,45517.0△ 27.8

67,181,59577.872,860,22978.4 △ 7.8

19,173,40522.220,084,77121.6 △ 4.5

86,355,000100.092,945,000100.0△ 7.1

　      （計数未整理につき変動ある見込み）

　          （単位：千円）

予　算　額 構成比（％） 予　算　額 構成比（％）

義 務 的 経 費 49,437,63456.348,612,03756.3 1.7

　 人  件  費 21,769,37624.821,303,66624.7 2.2

　 扶  助  費 20,798,44623.720,019,81723.2 3.9

　 公  債  費 6,869,8127.8 7,288,5548.4 △ 5.7

投 資 的 経 費 4,872,5165.5 4,408,0515.1 10.5

そ  の  他 33,608,85038.233,334,91238.6 0.8

87,919,000100.086,355,000100.0 1.8

     （計数未整理につき変動ある見込み）

総　　　合　　　計

68,191,351

19,727,649

87,919,000

13,478,373

3,783,439

1,393,270

47,793,149

増減率
（％）

計　（１～５）

将　来　の　姿

地 域 で 快 適 に 暮 ら せ る ま ち

新 し い 事 業 が 起 き 、 人 が 集 ま る ま ち

安 心 し て 暮 ら せ る ま ち

「 す み だ 」 ら し さ の 息 づ く ま ち

計　（１～５）

職　　員　　給

区 民 と 区 が 協 働 で つ く る ま ち

合　　　　　計

科　　　　　目
平　成　１８　年　度

都　　市　　像
平　成　１７　年　度

物件費合計（１～６）

職員給

総　　　合　　　計

施策体系別予算内訳(一般会計）

平　成　１７　年　度

性質別予算内訳(一般会計）

増減率
（％）

平　成　１８　年　度

予　算　額

1,743,120

     （基本計画策定中であり、かつ、計数未整理につき変動ある見込み）

構成比
（％）

平　成　１６　年　度



平成 1８年度 重要施策への取り組み〈主な新規・拡充事業〉 

 

 

１ 新基本構想５つの「すみだのすがた」 

（１） 「すみだ」らしさの息づくまちをつくる 

（２） 地域で快適に暮らせる「すみだ」をつくる 

（３） 新しい事業が起き、人が集まる「すみだ」をつくる 

（４） 安心して暮らせる「すみだ」をつくる 

（５） 区民と区が協働で「すみだ」をつくる 

 

２ 新基本構想５つの「すみだのすがた」と重点事業 

（１） 「すみだ」らしさの息づくまちをつくる                                  (単位：千円) 

・隅田川沿川のにぎわいづくり                       ６，１００ 

水辺のカフェ「リバーすみだ」のオープン 

庁舎脇船着場の整備調査委託 

・観光振興プランの推進                         ３８，４５０ 

観光案内所の設置（吾妻橋一丁目）  

観光案内標識の設置（両国地区）     

観光戦略プログラムの推進  

・墨堤の桜の保全・創出                                                １０８，２９７ 

・旧安田庭園の再整備                                                ２２，０００ 

 

（２） 地域で快適に暮らせる「すみだ」をつくる 

・都市計画マスタープランの改定                                １５，６００ 

・押上・業平橋駅周辺地区の整備                     １６，０１１ 

まちづくりグランドデザイン策定、まちづくり推進事業    

・北十間川のにぎわいづくり                        ８，０００ 

北十間川水辺活用構想の策定    

・曳舟駅周辺地区の整備                         ７５９，９６５ 

（曳舟駅前地区再開発、京成曳舟駅前東地区再開発） 

・京成押上線立体化の推進                      １６９，０８８ 

・交通バリアフリーの整備                      １２７，３４５ 

（ ＪＲ錦糸町駅エレベーター2 基、東武東向島駅エレベーター3 基設置補助）   



（３） 新しい事業が起き、人が集まる「すみだ」をつくる  

・ものづくり若者就職サポート事業                       １０，５００ 

・「商業活性化すみだプログラム」の策定                  １０，７８０

・新規創業の支援事業                           １１，０６５ 

・フロンティア人材の育成支援                         ８，８５７ 

・「新ものづくりフェア２００６」の開催（すみだ中小企業センター開館２０周年記念）     １０，０００

・産学官連携の推進                             ３３，０１０

 

（４） 安心して暮らせる「すみだ」をつくる    

①災害や犯罪から身を守り、安全・安心なまちをつくる 

・ 京島地区まちづくりの推進                         ８４，７７８

・ 鐘ヶ淵周辺地区防災都市づくりの推進                             ６，２７６

・ 地域防災行動力向上 （企業向けガイドの発行、副読本の作成）                 １，２３２

・ 防災情報ネットワークの再構築（防災無線デジタル化）                     ６，４００

  防災行政無線システムのデジタル化の基本計画策定 

・ 公共施設の耐震対策                           ３３，５８０

梅若小学校（屋内運動場）、第二寺島小学校（屋内運動場）、寺島中学校（プール棟校舎）、社会福祉会館 

・ 耐震強度偽装マンションへの対策                     １９０，４５０

・ 一般共同住宅耐震強度不安への対応                             ２０，６３２ 

・ 防犯対策の充実                           １００，４５９ 

危機情報のメール配信 （全小中学校、幼稚園の保護者対象及び一般区民対象）      

「地域安全マップ」の作成（地域住民および小学生による作成）   

地域防犯リーダーの養成     

全小中学校、幼稚園への防犯カメラ・モニター、電子錠の設置      

知的障害者通所授産・訓練施設利用者に対するＧＰＳ携帯端末機の貸与 

・ 区民交通傷害保険「自転車賠償責任プラン」の創設               ７，０６５

・ 消費者相談の充実                                                  ３，２０６

 

②地域で支えあいながら、いきいきと暮らせるまちをつくる 

・ ボランティアセンター緑分館の移転                                     １５，０００

  



③安心して子育てができるしくみをつくる 

・ 子ども医療費助成の充実                        ５８３，４１９ 

・（仮）子育て支援総合センターの開設準備                ４５，８０１ 

・ 病後児保育利用料負担の軽減                         ３，５００ 

・ 南部地区への保育園の新設（社会福祉法人への建設費助成）      ２２５，５７７ 

・ 認証保育所保育料負担の軽減制度の創設                   ３０，１２０

・ 学童クラブの待機児解消の推進                          １１，３１０

・ 私立幼稚園園児保護者負担軽減補助の拡充（類似施設含む）         ３０６，０２６

 

④高齢者、障害者が高い意識と尊厳をもち、安心して暮らせるしくみをつくる 

・ 新たな介護保険制度の推進                     ３５５，６０１

  地域支援事業の創設              

   認知症予防教室、介護予防教室、栄養改善教室、口腔ケア教室、等 

地域密着型サービスの推進   

認知症高齢者グループホーム、夜間対応型訪問介護、小規模多機能型居宅介護 

介護予防拠点整備事業 

  介護予防拠点、地域包括支援センター 

・ すこやか長寿夫婦表彰制度の創設                         ２，０６９

・ 心身障害者の自立支援                        ３８，６５４

障害者就労支援事業の充実、民間訓練施設運営補助   

 

⑤生涯にわたり健康に暮らせるしくみをつくる 

・「区民の健康づくり総合計画」の推進                   ５，４８０ 

「広げよう・つなげよう すみだ健康フェスティバル」の実施、区民健康体操の普及 

「みんなで取り組む健康生活習慣」の普及・啓発、健康増進運動の拡充 

・飼い主のいない猫に対する不妊手術助成事業                  ２，６３２

・区民健康診査体制の再構築                      ６３９，８１４

若年（骨密度）健診（２０・２５・３０・３５歳）の実施等 

 

⑥豊かな人間性を持った子どもたちが健やかに育つしくみをつくる 

・ 新すみだ教育指針の策定                              ２８０ 

・ 小中一貫教育の研究                                           ４００  



・ 区立学校適正配置の推進（実施計画策定委員会（仮称）の設置）     １，０４７ 

・ 学力向上「新すみだプラン」の推進                 ３４，９５９ 

・ 小中学校への 学校支援指導員の配置                      ３５，５００ 

・ 小中学校のトイレの洋式化                     ７０，１１０ 

・ 両国中学校の改築                        １，６７９，６６９ 

 

⑦地球にやさしい、環境への負荷の少ないまちとしくみをつくる 

・ 「すみだ環境基本計画」の策定                        ９，０００

・ 資源回収システムの充実（回収方法・集積所ＰＲ）          １９０，０３９

・ 粗大ごみの日曜収集の実施                         １１，９２７

・ 路上喫煙防止対策の推進                          ４０，８７７

・ アスベスト対策                           ７０，９２０

学校のアスベスト除去工事  

 民間施設へのアスベスト調査助成  

 

（５） 区民と区が協働で「すみだ」をつくる         

・ 協治(ガバナンス）のしくみづくりの検討                        １１，１５７ 

・ 行政パートナーとしてのＮＰＯ等の市民活動支援                         ８，１９１ 

・ ＰＦＩ手法による総合体育館の整備                                  １５，１７５ 

・ 総合型地域スポーツクラブの設立・支援                                 ３，６１７ 

スポーツドアあずま、両国中学校地区 

・ 図書館と学校図書館の連携推進                                        ４，１４０ 

・ マルチペイメントネットワークの利用（電子申請手数料納付の電子化）         ８２９ 

・ コンビニ収納の実施（特別区民税、軽自動車税、国民健康保険料、介護保険料）     ７，４６４

・ 戸籍事務のコンピュータ化                                       ２０１，５０９ 

・ 第３日曜日の庁舎窓口開庁                                      ４，１６９  



行財政改革への取り組み 
                           

 
 
 平成 1８年度予算編成にあたっては、行政サービスの向上や財政基盤の更なる強化へ
の取り組みとして、指定管理者制度・民間委託の推進等による人件費の削減や施設管理

経費の節減、歳入の確保等に重点的に取り組むとともに、新たな行政需要に応えるため

に、事務事業の再編・整備を図るなど、行財政改革に積極的に取り組んだ。 
 
１ 内部努力の徹底（人件費の削減）                        △３６０百万円 
 
（１）職員数の削減  

平成１8年度は、以下に示すような指定管理者制度の導入・民間委託等の推進
や業務の見直し等により、職員定数（条例定数）を４０名削減する。 
これにより、平成１２年度からの累計で、５０７名の条例上の定数削減となる

予定である。 
 

（２）指定管理者制度・民間委託等の推進 

①指定管理者制度の導入   
スポーツプラザ梅若、スポーツ健康センター、立花児童館、八広はなみずき

児童館、両国屋内プール他２５施設の管理運営について、指定管理者制度を

導入する。 
 ②保育園給食調理業務    
 福神橋保育園、すみだ保育園、東駒形保育園、立川保育園、水神保育園の給

食調理業務を民間委託する。 
③図書館業務        

  立花図書館の業務について、館長職を除いて全面的に民間委託する。 
緑図書館、寺島図書館、八広図書館の夜間業務について民間委託する。 

  
（３）勧奨退職制度の推進 

勧奨退職者を１5名予定する。 
 

 （４）業務の執行方法等の見直し   
     ①公用車の集中管理による管理経費等の削減   
     ②職員互助組合への公費負担の見直しによる削減 
     ③職員互助会事業主負担金の見直しによる削減  
     ④特別区民税賦課徴収事務のシステム導入に伴う非常勤職員の削減 
     ⑤隅田川花火大会、すみだまつりの報償費の見直しによる削減 
 
（５）特殊勤務手当の見直し     

    現行の５手当１３種類のうち、交替制勤務者等特殊業務手当、保健衛生業務手

当（有害薬物取扱）、福祉現業手当（心身障害者施設授産指導）を廃止し、その

他の手当については、支給額を１０％程度削減する。 

   

   



 

２ 施設の管理経費の節減                    △１６１百万円 
 
（１）施設の維持管理経費の節減   

公共施設の管理運営の見直しによる維持管理コストの節減 
 （２）施設の管理運営の民営化    
     指定管理者制度の導入に伴う管理運営経費の節減（３０施設） 
 
３ 歳入の確保                                       １６９百万円                        

        

（１）区民税・国民健康保険料等の収納率の向上    
①コンビニ収納の実施（区民税、軽自動車税、国民健康保険料、介護保険料）

②東京都主税局職員の派遣受け入れによる滞納整理の強化 

   ③国民健康保険料滞納整理の強化           
（２）保育園保育料の適正化                        
（３）国庫支出金等の確保 

 
４ 事務事業の見直し                         △８５百万円 
 
  事務事業については、必要性、今日性、効率性、公平性の観点から、スクラップアン

ドビルドを徹底し、廃止・休止5事業、統合・再構築2事業、縮小２事業、その他経費

の圧縮等で、８５百万円を削減する。 

   

    


